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Ⅰ 教育に関する目標を達成するための措置 

１ 学生確保の強化 

（１）学部学生の確保 

① 広報活動の強化 

ア 再構築したウェブサイトを活用して受験生や保護者への情報発信を強化す

る。また、大学案内パンフレットの整理・統合や内容の更新を行うなどウェブ

サイト以外の広報媒体についても、より効果的な情報発信となるよう、発信方

法、内容等の見直しを図る。 

イ これまで行ってきた学生募集広報の効果検証を行い、ウェブ媒体やダイレク

トメールの活用、新たな地域での進学ガイダンス開催などより効果的な募集活

動を実施する。また、県内における本学の認知度を高めるため、本学と県内高

校の教員及び保護者との接点を増やす取組を行う。 

② 県内出身入学生の確保 

ア 平成 32 年度からの県内出身者を対象とした新たな入試制度（総合型選抜・

学校推薦型選抜）の詳細を決定し本学ウェブサイトで公開するとともに、学

長・副学長による県内高校訪問を拡充する。 

イ 本学で学ぶ魅力を伝えるため、高大接続塾ハイレベル講座等を実施し、高校

生が本学の充実した教育・研究環境に直接触れる機会を設ける。また、県内出

身学生を対象とした入学生特待生制度（奨学金制度）の内容の見直しを行う。 

③ 入学者受入れの方針に基づいた適切な入学者選抜が行われるよう、国の高大接

続改革（大学入学者選抜改革）の趣旨を踏まえ、多面的、総合的評価方法の検討

を継続する。 

☆ 数値目標 

・一般選抜試験出願倍率：５倍以上 

・県内出身入学生比率：３５％ 

（２）大学院学生の確保 

① 学部学生向けに大学院進学を促すための大学院説明会の開催を継続するとと

もに、入学時点から大学院進学を目指す学生の増加を目指し、高校生向けの進学

説明会などでも本学大学院の魅力を発信する。また、優秀な学部学生を対象とす

る「大学院優秀学生奨学金制度」を継続し、大学院への進学を経済面から支援  

する。 

② 社会人学生の確保に向け、大学院での研究テーマ、各種受入制度、大学院で学

ぶ魅力等を社会人向けの大学院パンフレットを活用し周知に努める。 

☆ 数値目標 

・大学院収容定員充足率：１００％ 
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２ 教育の充実 

（１）学部教育の充実 

① 教育課程の編成過程において、カリキュラムマップや履修モデルを作成し、学

位授与方針に定めた能力の獲得に向けた体系的な教育課程となっているかの検

証を継続する。 

② 学生自主研究制度を継続し、学部低年次学生の研究への興味と意欲を喚起する

とともに、研究成果の学外イベント等での発表を促し、問題解決能力とプレゼン

テーション能力を育成する。また、アクティブラーニングを実践している教員に

よる学内向けの公開講義を開催する。 

③ 学生アンケートの実施により学生の学修時間を把握するとともに、他大学の学

生の状況と比較分析し、適正な学修時間が確保されているか検証する。また、授

業科目ごとの成績分布を分析し、教員にフィードバックすることで厳正な成績評

価を促す。 

④ システム科学技術学部では新設学科の教育課程の検証を開始するとともに、生

物資源科学部では食の６次産業化プロデューサー育成プログラムのレベルアッ

プコース（レベル２）を継続して実施する。また、起業力（アントレプレナーシッ

プ）養成塾の創設に向け、具体的なプログラム内容について検討を行う。 

（２）大学院教育の充実 

① システム科学技術研究科博士前期課程の専攻改組に係る教育課程の編成につ

いて検討を進めるとともに、航空機や木造建築に関連した新たなコース（教育プ

ログラム）の案を作成する。 

② ＡＩ・ＩＣＴ・ロボット等の工学技術を農業に活用するための製品開発・研究

に携わる技術者・研究者を養成するため、博士前期課程における農工連携教育プ

ログラムの案を作成する。 

③ 社会人学生の研究指導計画を作成する際に、指導教官が個々の学修形態・目的

に応じた履修モデルを提供し、効率的・効果的な履修を支援する。 

（３）教育力の向上 

① 教員のＦＤ活動についての意識を高めるため、教務・学生委員会ＦＤ専門部会

の主催によりＦＤ講演会・研修会等を開催する。また、教員の教育力の向上を図

るため、外部評価員による授業評価を実施する。 

② 授業アンケートや学生満足度アンケート等の検証等を行い、教育方法・授業内

容等の改善を図るとともに、他大学の調査結果との比較や、本学学生の学修成果

について分析を行うなど、解析方法の検討を行う。 
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３ 学生支援の強化 

（１）学修支援 

① 学生が自ら計画を立て意欲的に学修に取り組めるよう、学部における導入教育

や初年次教育を実施するとともに、履修モデルや学修ポートフォリオの活用方法

について指導を行う。 

② 基礎学力が不足している学生への配慮として、両学部で基礎講座（数学・生物・

英語等）を開講するとともに、システム科学技術学部では「数学・物理駆けこみ

寺」を実施し、学力の底上げを図る。また、推薦入試合格者に対する添削課題や

スクーリングなどの入学前教育を実施する。 

③ 教育研究や学生生活の充実に資する図書を計画的に配備するとともに、ラーニ

ング・コモンズ等の学修環境の充実を図る。また、教育支援システムの活用に関

する学外セミナーに引き続き教職員を派遣するなど、同システムの効果的な活用

方法を学ぶ機会を設ける。 

（２）学生生活支援 

① 学生が発する様々なサインを早期に発見するため、学年担当教員による面談を

セメスター毎や学生の状況変化に応じ実施する。また、教員、学生相談室、保健

室など関係者・部署の間で必要な情報を共有し、学生が抱える心身の問題の早期

解決を図る。 

② 国における高等教育無償化制度の創設に合わせ、本学の授業料減免制度につい

て再検討するとともに、これらの制度を適切に運用することで、経済的な事情に

より修学が困難な学生を支援する。また、成績優秀者に対する学業奨励を目的と

した特待生制度についても見直しを行う。 

③ 学生に対してボランティア活動を積極的に紹介し、社会貢献活動を支援する。

また、本学後援会と連携し、資金面から課外活動を支援する。 

④ 障害のある学生の支援に関する講習会の実施などにより、教職員の対応力の向

上を図る。また、個々の学生の状態や特性等を踏まえ、学生の要望に沿った支援

を実施する。 

（３）キャリア教育・就職支援 

① 職業観の醸成やコミュニケーション能力の向上等を目的としたキャリア教育

を実施するとともに、インターンシップを実施し、学生に実践的な就業体験の機

会を提供する。 

② 進路に対する意識の向上を図るため、低学年向け進路ガイダンスや進学説明会

等を開催するとともに、キャリアカウンセラー、キャリア教育担当教員、各学科

の学年担当教員等がそれぞれの専門性を生かして進路選択を支援する。 

③ 就職支援の強化 

ア 就職活動において必要とされる実践的な情報を提供し、就職に対する意識の
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向上を促すため、学部３年生及び大学院１年生を対象としたキャリアガイダン

スを開催する。 

イ 学生の就職先を開拓するため、職員の企業訪問や県等関係機関及び経済団体

との会議等を通じて、本学学生のＰＲや求人情報の収集を行う。 

ウ 学生と企業の接点を増やすため、本学主催の合同企業説明会を開催する。ま

た、職員の企業訪問や企業関係者が参加する各種会議への参加、来学企業への

対応を通じ、企業による個別の説明会の開催を呼びかける。 

エ 就職先未決定の卒業生に対し、ハローワークや秋田県就職活動支援センター

などの関係機関等と連携して就職活動の支援を行う。 

☆ 数値目標 

・就職希望者の就職率：１００％ 

 

Ⅱ 研究に関する目標を達成するための措置 

１ 先端的・独創的研究や特色ある研究の推進 

① 学部・学科、研究所が各専門分野で蓄積してきた研究資源や成果に基づき研究

の更なる進展を図る。特に、航空機関連技術や農業の６次産業化、新たな木質部

材の開発に関する研究など、県の重点施策に対応した研究については、繰越積立

金を活用した「学長特別研究プロジェクト」（平成 30 年 8 月創設）により、重点

的に推進する。 

② 農工連携研究を本学の重点研究分野として位置付け、組織横断的に複数の教員

が参加する大型研究プロジェクトを推進するとともに、本県における農工連携研

究の拠点としての役割を担うため、県・公設試験研究機関・企業等と連携して関

連テーマの共同研究を行う。 

③ 若手教員を対象とした研究支援制度を実施するとともに、本荘及び秋田キャン

パスに設置したオープンラボスペースを活用し、プロジェクト研究を進める研究

グループの活動を支援する。 

 

２ 外部研究資金の獲得強化 

① 科研費等外部研究資金の応募に係る説明会・研修会の開催などにより、教員の

外部資金獲得に係る意識の醸成を図るとともに、申請書類作成のアドバイスなど

の支援を継続する。また、科研費採択率アップに向けて、実践的なセミナーを開

催する。 

② 外部研究資金の獲得状況を踏まえ、学長プロジェクト研究等の学内研究支援制

度の改善・充実を図り、大型の外部研究資金の獲得を目指す組織横断的な研究等

を支援する。 
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３ 研究成果の活用 

① アグリビジネス創出フェアやイノベーションジャパン、共同研究拠点センター

新技術説明会等の各種イベントでの研究紹介や本学地域連携・研究推進センター

の専用サイトへの掲載、科学技術振興機構（JST）が提供する「リサーチマップ」

の活用等により、本学の研究成果を広く情報発信する。 

② 知的財産を適切に保護・管理するため、担当職員を関連セミナー等へ派遣し、

スキルアップを図る。また、特許事務所など外部専門家の活用に加え、国等の支

援制度の利用により、知的財産の技術移転を促進する。 

 

Ⅲ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

１ 県内産業の支援 

（１）産業振興への寄与 

① 学部・研究科、研究所が各専門分野で蓄積してきた研究資源や成果に基づき、

県内企業等における技術開発等を積極的に支援する。 

ア システム科学技術学部・研究科 

 県内企業の航空機関連産業への参入に向け、県内企業等との連携による航空

機用複合材料の成形・非破壊検査、航空機燃料ポンプ等の電動化等に関する研

究・技術開発等を行うほか、学部・研究科の特性を活かし、新エネルギーや情

報関連分野などにおいて、県内企業に対する技術支援を行う。 

イ 生物資源科学部・研究科 

 秋田県農業の課題解決に向け、連携協定先の秋田県農業法人協会や大潟村、

秋田県農林水産部、公設試験研究機関等と連携しながら、農畜産物の安定生産

を可能にする生産・基盤整備に関する技術支援や、環境の持続的保全や生物資

源の活用・管理に関する技術支援、新たな機能性食品の開発や農業の６次産業

化に向けた支援、農畜産物の機能性評価等を行う。また、バイオテクノロジー

センターにおいては、受託解析を実施する。 

ウ 木材高度加工研究所 

 「耐火試験棟」を核とした新たな木質部材や低投資型ＣＬＴの開発促進など、

本県木材産業の競争力強化のための研究開発を行うほか、県、地元自治体及び

公益財団法人秋田県木材加工推進機構等の関係団体と連携し、県内企業等から

の依頼試験に対応するとともに、県内企業等への技術移転を促進する。また、

研究所独自の公開講座を開催する。 

エ 次世代農工連携拠点センター（仮称） 

 農工連携分野における研究の推進、県内農業への農工連携技術の導入促進に

向け、「次世代農工連携拠点センター（仮称）」設立準備委員会を立ち上げ、

センター設置に向けた具体の検討とともに、同センターの役割等について、県
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や公設試験研究機関、農業法人等との協議を継続する。 

② 県内企業等の技術ニーズなどを把握するため、県産業技術センターや県農業試

験場等の公設試験研究機関と定期的な意見交換・情報共有を行う。 

（２）コーディネート機能の強化 

① コーディネーター等担当職員のスキルアップのため、技術移転業務に関する研

修に派遣するとともに、他機関のコーディネーターとの交流を促進する。 

② 秋田産学官ネットワークへの積極的な参画等を通じ、県内企業等に対して本学

の研究シーズを周知するとともに、企業等のニーズに対応した受託研究や共同研

究を促進する。 

③ 地域連携・研究推進センターに設置した「技術相談窓口」において、技術相談

や受託・共同研究に関する受付を行い、教員との調整・対応を迅速に行う。また、

県内企業等からの要請に応じて「出前相談」を実施する。 

☆ 数値目標 

・県内の企業・自治体・公設試験研究機関等からの受託・共同研究の受入件数：

６０件 

 

２ 地域社会への貢献 

（１）地域で活躍する人材の輩出 

① 県内就職希望学生の増加を促す取組の実施 

ア 地域課題の解決に取り組み、地域に貢献できる人材を育成するため、「あき

た地域学」及び上級コースである「あきた地域学アドバンスト」の内容の充実

を図るとともに、これらの取組により地域での意欲的かつ具体的なアクション

プランを持つに至った学生に対する支援策について検討する。 

イ ジョブシャドウイングの新たな受入先を開拓し、実施企業の増加を図る。併

せて、ジョブシャドウイングに参加した学生に、県内企業でのインターンシッ

プへの参加を呼びかける。ジョブシャドウイングについては、国の補助終了後

の平成 32年度も継続することとし、その推進体制を平成 31年度中に構築する。 

② 自治体、企業等の連携による卒業生の県内就職の促進 

ア 県内企業等の採用動向や学生の就職活動の状況について、関係機関と情報を

共有するため、秋田県が主催する秋田県企業・大学等合同就職協議会等に参加

する。また、県内企業等の採用担当者との情報交換を積極的に実施する。 

イ 県内企業訪問で収集した情報を就職活動前にフィードバックするガイダン

ス等を開催するほか、企業見学会を実施し、県内企業と学生との接点をつくる。

また、県内企業による合同企業説明会を実施するとともに、県の主催する業界

セミナー等の活用等により、学生の県内就職への動機付けを図る。 

ウ 県内企業等で活躍する卒業生と学生の交流会を開催するほか、キャリアガイ
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ダンスにおいて卒業生による仕事紹介を行うなど、学生が先輩から県内企業等

の情報を得ることのできる機会を設ける。 

☆ 数値目標 

・就職決定者に占める県内企業・事業所への就職者の割合：２４％ 

 

（２）地域課題解決・地域活性化への支援 

① 本県の風力発電産業を支えるメンテナンス技術者の養成に向けた教育プログ

ラムの案を作成する。また、６次産業化を担う人材を養成するため、生物資源科

学部が実施する「食の６次産業化プロデューサー育成プログラム」への社会人の

受入れを継続する。 

② 県内自治体等が設置する各種会議・委員会などに教職員が参加し、各種課題に

対して専門的立場から提言を行う。また、「鳥海高原菜の花まつり」について、

今後の持続する地域との連携の体制や本学の関与のあり方について整理・検討す

る。 

③ 卒業生を対象としたＡターン支援の内容・方法について本学ウェブサイト等で

周知し、卒業生への支援を行う。併せて、Ａターン受入れに関する県内企業から

のニーズについて調査を継続する。 

（３）学校教育への支援 

① 地域の小・中学生を対象とした夏休み科学教室「創造学習」を開催する。また、

自治体からの要請に応じ理数教育に関するイベントに協力するほか、子どものプ

ログラミング教室への支援を行う。 

② 高校が実施する各種教育プログラムに積極的に参画し、高校生の探究力・課題

解決能力の向上と、高校教員の指導力の向上を支援する。 

③ 本学で教員免許更新講習講座を開催するほか、他大学等が開催する同講座にも

本学教員を派遣する。また、県内教育機関からの要請に応じて理数教育に関する

研修会等を開催する。 

（４）生涯学習への支援 

① 開学 20 周年記念事業として、ノーベル賞受賞者を招いて公開講演会を開催す

る。また、県民への学習機会の提供のため、県内市町村等と連携して公開講座を

開催し、地域に密着したテーマを提供する。 

② 各市町村の広報誌、関係機関窓口等のほか、公開講座などのイベントにおいて、

科目等履修生制度及び聴講生制度を周知する。また、同窓会システムやＳＮＳ等

の活用により生涯学生制度を卒業生に周知し、利用拡大を図る。 

③ 図書館、講堂、運動施設等の利用についてウェブサイトで案内し、学生教育に

支障がない限り広く県民に開放する。 
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Ⅳ 国際交流・他大学等との連携に関する目標 

１ 国際交流の推進 

（１）海外大学等との学術交流の促進 

① サバティカル研修制度を継続するとともに、研修成果を報告書等に取りまと

め、学内で共有する。 

② 国際交流プログラムを学内公募し、採択となったプログラムに対して予算を措

置し、海外大学等との学術交流を推進する。 

（２）国際感覚を備えた人材の育成 

① 海外連携協定大学との交流を推進し、短期留学プログラムを実施する。また、

海外語学研修プログラムにおいては、学生の英語能力に応じた幅広い研修内容を

提供する。 

② チューター制度や住居費補助制度等を継続し、外国人留学生の学修及び生活を

支援する。 

③ 国際教養大学の外国人留学生とのグローバル異文化交流プランを実施するほ

か、同大学との新たな交流事業を開始する。 

 

２ 他大学等との連携の強化 

① スーパー連携大学院コンソーシアムに参加し、他大学及び民間企業との連携に

よる教育プログラムを実施する。また、公立大学協会が主催する学長会議や各種

部会・分科会等に参加して、大学運営に関する課題や改善への取組等について情

報収集し、学内での共有を図る。 

② 大学コンソーシアムあきたが主催する高大連携・単位互換授業、学術研究プロ

ジェクト等の共同事業を実施する。また、県内国公立４大学の連携協定に基づき、

地域課題に関する連携事業等に取り組む。 

 

Ⅴ 業務運営の改善に関する目標を達成するための措置 

１ 組織運営の効率化及び大学運営の改善 

（１）組織運営 

① 組織運営全般について、ＰＤＣＡサイクルを基本とした法人運営を行う。また、

「公立大学法人秋田県立大学リスク管理規程」に基づき、教育研究活動及び大学

運営におけるリスクの収集・分析を行い、その結果を組織運営の改善に反映させ

る。 

② 学内外の大学運営及び教育研究等に関する各種情報の収集、整理・分析を行い、

戦略的な大学運営の企画・立案及び教育研究の質的向上、自己点検活動等の支援

等を行うＩＲ推進センターを設置し、ＩＲ活動を推進する。 

③ ＩＲ推進センターの設置に併せ、教育活動の中核を担う教育改革・支援セン
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ター、学生支援センター及びキャリア教育センターの役割分担について整理し、

効率的かつ効果的な法人運営を行うための体制を整備する。 

（２）教育研究組織等の改善 

 教育研究活動の進展や社会からのニーズの変化を踏まえ、大講座・研究グルー

プの構成や人員配置について継続的な点検・見直しを行う。 

（３）人事管理 

① 業務の高度化・複雑化に対応するため、教職員を対象としたＳＤ研修を実施す

る。また、事務職員については、他大学等との人事交流を推進するとともに、キャ

リアアップのための資格取得等を支援する。 

② 教職員の採用は公募制を原則として広く国内外から優秀な人材を確保する。ま

た、将来の事務局体制を見据え、キャリア形成に配慮しながら適材適所の職員配

置を行う。 

③ 教員については、人事評価結果の年俸額への反映やフィードバックを適切に行

う。また、職員については、外部コンサルタントを活用しながら、人事評価結果

の年俸への反映等、現行の評価制度の改定と人事・給与制度の見直しを行う。 

④ 本学独自の女性研究者支援事業を実施し、女性教職員のワークライフバランス

を推進する。 

 

２ 財務内容の改善 

（１）自己財源の確保 

① 学生募集に係る広報活動や高大連携事業を効果的に実施し、入学志願者を確保

する。また、入学者選抜を適切に実施し、入学者を確保する。 

② 学内研究支援制度を効果的に運用し、外部研究資金を確保する。また、教育研

究や学生生活等の支援に充てる基金及び寄附金窓口を設置する。加えて、広告収

入による自己財源の確保に向けた検討を行う。 

（２）経費の節減 

① 中・長期財政計画に基づき、本学が取り組むべき分野や事業に対応した人員配

置を行うとともに、同一労働・同一賃金の法整備に伴う非正規職員の賃金制度に

ついて検討を行う。また、将来の財政状況の見通しを踏まえ、計画的・継続的に

業務の合理化・効率化を進め、経費の節減に取り組む。 

② 予算編成に当たっては、法人評価、認証評価等、各種評価の結果を適切に反映

するとともに、重点研究や地域貢献活動などに対して戦略的に予算配分を行う。 

 

３ 自己点検・評価等の実施及び情報発信 

（１）自己点検・評価等 

① 内部質保証を推進する体制及び手順等に関する規程に基づく教育研究活動の
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内部質保証の取組を開始する。 

② 多様なテーマを設け、学長と学生・教職員との懇談会を開催し、教育研究や業

務運営に関する意見・要望を把握する。また、卒業予定者を対象に在学中の大学

の対応等についての満足度を測る「学生満足度アンケート」を実施し、その結果

を学修支援等の改善に反映する。 

（２）大学情報の発信 

① 本学のプレゼンス向上に向けて、動画コンテンツやウェブサイト、各種パンフ

レットなど多様な広報媒体を相互に連携させ、複層的に広報を展開する。また、

SNS 等を活用した新たな広報手法により、積極的かつタイムリーに情報発信を行

う。 

② 大学運営に関する計画、財政状況、教育研究活動、県地方独立行政法人評価委

員会や認証評価機関等による各評価結果などの情報を、ウェブサイトや広報誌等

を通じて積極的に公開する。 

 

４ その他業務運営に関する重要事項 

（１）安全等管理体制の充実 

① 安全衛生管理に関する講習会を開催するとともに、各キャンパスで防災避難訓

練を実施する。また、災害等の緊急事態において、学生・教職員及び重要な設備・

機器の安全確認や、速やかに事業を復旧・再開するための行動計画について、骨

子案に基づき策定を進める。 

② 保健室や学生相談室等から、学生・教職員の安全確保や健康増進に必要な情報

を発信する。また、ストレスのない良好なキャンパス・アメニティを形成するた

め、学生・教職員を対象としたハラスメント防止対策セミナーを開催する。 

（２）教育研究環境の整備 

① 老朽化した施設・設備・機器の計画的な更新を行うため、老朽化が特に著しい

大潟キャンパス及び木材高度加工研究所の建物劣化診断調査を実施する。また、

学術の発展動向や地域のニーズに対応した新たな設備・機器の導入を図る。 

② 法令や各種ガイドラインを遵守し、施設・設備の保守管理と安全点検を適切に

実施する。また、施設毎の保全計画の策定を進める。 

（３）情報セキュリティ対策の強化 

 情報セキュリティ体制を強化するため、学内に常駐している情報セキュリティ

委託業者の人員体制及び運用について見直しを行う。また、全学的な情報セキュ

リティ意識を向上させるため、教職員向けに開催している情報セキュリティ対策

に関する講習会の対象者を学生にも拡大する。 

（４）コンプライアンスの徹底 

① 法令等を遵守した適切な業務執行の確保その他の業務の適正を確保するため
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の活動により、コンプライアンスの徹底を図る。 

② 内部監査計画に基づき、法人業務全般について内部監査を実施する。また、内

部監査を実施する職員のスキルアップのため研修に派遣する。 

③ 研究不正の防止に向け、本学の研究倫理規範や関係省庁のガイドライン等に基

づき、研究活動に関わる教職員及び学生への研究倫理教育を実施する。 

 

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１ 予算 

 （単位：百万円）

区    分 金  額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

諸補助金 

自己収入 

授業料等収入 

その他収入 

受託研究等収入 

寄附金収入 

繰越積立金取崩 

計 

 

３，５８８ 

２０５ 

７ 

１，４３３ 

１，１７２ 

２６０ 

１６５ 

１９ 

５０ 

５，４６８ 

支出 

業務費 

教育研究経費 

一般管理費 

施設整備費 

受託研究等経費 

寄附金事業費 

人件費 

計 

 

１，９８６ 

１，４８２ 

５０４ 

２０５ 

１６５ 

１９ 

３，０９２ 

５，４６８ 

【人件費の見積り】 

 ３，０９２百万円を支出する。なお、人件費は、役員報酬、教職員年俸並びに法

定福利費等に係るものである。 
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２ 収支計画 

 （単位：百万円）

区     分 金  額 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

受託研究等経費 

人件費 

一般管理費 

その他費用 

減価償却費 

臨時損失 

収益の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料等収益 

受託研究等収益 

寄附金収益 

補助金等収益 

その他収益 

資産見返負債戻入 

臨時利益 

純利益 

総利益 

５，２９４ 

５，２９４ 

４，５４６ 

１，２８９ 

１６５ 

３，０９２ 

５０４ 

２ 

２４１ 

０ 

５，２９４ 

５，２９４ 

３，５８８ 

１，０１２ 

１６５ 

１９ 

７ 

２６０ 

２４１ 

０ 

０ 

０ 
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３ 資金計画 

 （単位：百万円）

区     分 金  額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次年度への繰越金 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

授業料等による収入 

受託研究等による収入 

寄附金による収入 

補助金等による収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他の収入 

財務活動による収入 

前年度からの繰越金 

５，４１８ 

４，９８８ 

３８０ 

５０ 

０ 

５，４１８ 

５，２１３ 

３，５８８ 

１，１７２ 

１６５ 

１９ 

７ 

２６０ 

２０５ 

２０５ 

０ 

０ 

０ 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

 運営費交付金等の受入れ遅延等に対応するため、短期借入金の限度額を４億５千万

円とする。 

 

Ⅷ 出資等に係る不要財産等の処分に関する計画 

 なし 

 

Ⅸ 重要な財産の譲渡等に関する計画 

 なし 

 

Ⅹ 剰余金の使途 

 剰余金は、教育研究の質の向上、組織運営及び施設設備の改善を図るための経費に

充てる。 
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Ⅺ 法第４０条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に 

関する計画 

 積立金は、本中期計画において重点的に推進する研究プロジェクトに要する経費並

びに必要に応じ、教育研究の推進及び学生生活の充実を図るための施設、設備、備品

等の整備に関する経費に充てる。 

 


